
国保改革の本旨に沿った制度設計を徹底し、着実に実行して
いる取組への支援

【担当省庁】厚生労働省奈良県における取組

１ 国保改革の本旨に沿って制度設計を徹底し、実現のための具体的手法
を着実に実行

①県民負担の公平化を図るため、「同じ所得・世帯構成であれば、県内のどこに

住んでも保険料水準が同じ」となるよう県内保険料水準を統一（Ｒ６年度）

②決算補填目的の法定外繰入等をＨ30年度以降廃止し、受益と負担の関係を

「見える化」

奈良県立大学 奈良子大学

⑥これらの取組を、県が主導的役割を担い市町村と連携しながら実行
国保連合会内に国保事務支援センターの設置、市町村連携会議の定期開催 など

③抑制的な医療費目標の設定
Ｒ６年度の国保医療費を、医療費適正化計画上の抑制的な（高齢化による）伸び率と整合的
に推計し、Ｒ６年度の統一保険料水準はこの医療費推計を基に設定

④医療費適正化に向けた取組、地域別診療報酬の活用検討

⑤各市町村が計画的・段階的に保険料改定していけるよう、市町村ごとに県と協議

のうえ「保険料方針」を策定

県民負担抑制の仕組みは、

本県では、令和３年の国民健康保険法改正に先んじて、奈良県国民健康保険運営方針の当初策定

（H29年11月）において上記２項目を明記

令和３年の国民健康保険法改正により、「保険料水準の平準化」と「財政の均衡」を都道府県国民

健康保険運営方針の記載事項に位置付け

「都道府県が地域医療の提供水準と標準的な保険料等の住民負担の在り方を総合的に検討する

ことを可能とする体制を実現すべきである。」

都道府県による受益と負担の総合的なマネジメント

「国民健康保険の財政的な構造問題の解決が図られることが、国民健康保険の保険者を都道府県

に移行する前提条件となる。」

法定外繰入の解消

「国民健康保険の保険者の都道府県への移行は財政運営の安定化のみならず保険料負担の平

準化に資する取組である…」

保険料格差の解消 ＝ 保険料負担の平準化

国保改革の本旨 （社会保障改革国民会議報告書（H25.8.6） 抜粋）



国にお願いすること

【県担当部局】 福祉医療部医療・介護保険局医療保険課

提案

国保改革の本旨に沿って制度設計を徹底し、着実に実行している
取組への保険者努力支援制度による更なる支援により、国保改革の
一層の促進が図られるようにされたい。

○ 「保険料水準の統一に向けた取組状況」の評価において、国保運営方針

に統一の時期や仕組み等を明記し、実現に向け具体的仕組みを構築して

いる取組を評価対象として拡充されたい。

○ また、「保険料水準の統一に向けた取組状況」への配点割合を重点化し、

少なくとも「決算補填目的の法定外一般会計繰入の解消等」への配点割合

と同水準まで引き上げられたい。

○都道府県取組評価分への配点（３５０点）のうち、国保改革の本旨に関わ
る取組への評価は、
Ａ 「決算補填目的の法定外一般会計繰入の解消等」 ３０点（構成割合８．６％）

（前年度 ： ３０点（構成割合９．８％）

Ｂ 「保険料水準の統一に向けた取組状況」 １０点（構成割合２．９％）

（前年度 ： １０点（構成割合３．３％）

○上記Ａ、Ｂの取組はいずれも、全都道府県での実現に向けて法改正まで

行っている政府として最重点の取組であることに鑑みれば、

Ｂ「保険料水準の統一に向けた取組状況」に係る配点を、少なくともＡ「決算

補填目的の法定外一般会計繰入の解消等」と同水準にして、インセンティブ

を強化することが必要である。

【Ｒ４採点、Ｒ５交付分の配点】 （ 前年度 ）

主な市町村指標の都道府県単位評価 １３５点 （１１０点）

医療費適正化のアウトカム評価 ９０点 （ ８０点）

都道府県の取組状況に関する評価 １２５点 （１１５点）

３５０点 （３０５点）

２ 保険者努力支援制度における都道府県取組評価分の配点


